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1.新地方公会計制度について

（１）はじめに
地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実な執行を

図るという観点から、確定性、客観性、透明性に優れた単式簿記による現金主義会計を採用して
います。

一方で財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による現金主義会
計では把握できない情報（ストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価償却費等
））を住⺠や議会に説明する必要性が一層高まっており、そのためには、その補完として複式簿
記による発生主義会計の導入が重要です。

古殿町においては、平成29年度より国からの要請に基づき複式簿記・発生主義による新地方公
会計制度を導入し、財政の見える化やマネジメントの強化を図っています。

（２）財務書類の構成
古殿町の財務書類は「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「キャ

ッシュ・フロー計算書」の4表形式で構成されています。

（3）財務書類の相互関係

キャッシュ・フロー計算書

貸借対照表

行政コスト計算書

純資産変動計算書

基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内
訳）を示したもの

会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を示したもの

会計期間中の純資産の変動を示したもの

資金収支の状況を示したもの
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2.貸借対照表
（単位：千円）

金額

資産の部は、どのような資産をどのくらい 【資産の部】

保有しているかを示しています。 固定資産 23,439,890

有形固定資産 21,932,150

事業用資産 5,036,934

土地 1,157,811

立木竹 107,122

建物 7,719,768

建物減価償却累計額 △4,546,386

工作物 569,130

工作物減価償却累計額 △118,040

船舶 -

船舶減価償却累計額 -

浮標等 -

浮標等減価償却累計額 -

航空機 -

航空機減価償却累計額 -

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 147,529

インフラ資産 16,761,523

土地 635,504

建物 25,003

建物減価償却累計額 △24,288

工作物 42,086,480

工作物減価償却累計額 △26,022,040

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 60,864

物品 340,046

物品減価償却累計額 △206,353

無形固定資産 15,457

ソフトウェア 15,457

その他 -

投資その他の資産 1,492,282

投資及び出資金 22,970

有価証券 14,360

出資金 8,610

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 29,679

長期貸付金 -

基金 1,442,422

減債基金 -

その他 1,442,422

その他 -

徴収不能引当金 △2,789

流動資産 1,983,497

現金預金 241,233

未収金 6,800

短期貸付金 -

基金 1,735,851

財政調整基金 1,066,416

減債基金 669,435

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △387

25,423,387

科目

資産合計

【固定資産】
行政活動のために使用する資産、1年を超え

て現金化される資産など
〈事業⽤資産〉

インフラ資産及び物品以外の資産
〈インフラ資産〉

道路、橋りょう、公園などの社会生活の基
盤となる資産
〈物品〉

公用車など、取得価格が50万円以上の物品
〈建設仮勘定〉

建設中の建物等、完成前の有形固定資産へ
の支出等
〈⻑期延滞債権〉

滞納繰越した町税等のうち、まだ現金収入
されていない額
〈徴収不能引当⾦〉

⻑期延滞債権のうち、将来の回収不能見込
額

【流動資産】
1年以内に現金化し得る資産

〈未収⾦〉
現年度分の町税等のうち、まだ現金収入さ

れていない額
〈徴収不能引当⾦〉

未収金のうち、将来の回収不能見込額
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（単位：千円）
金額

負債の部は、将来支払わなければならない 【負債の部】
負債がどのくらいあるのかを示しています。 固定負債 5,080,461

地方債 4,850,111

長期未払金 -

退職手当引当金 230,350

損失補償等引当金 -

その他 -

流動負債 620,874

1年内償還予定地方債 554,953

未払金 -

未払費用 -

前受金 -

前受収益 -

賞与等引当金 33,323

預り金 32,598

その他 -

5,701,335

資産の総額から負債の総額を差し引いた 【純資産の部】
ものです。 固定資産等形成分 25,175,741

余剰分（不足分） △5,453,690

○町⺠一⼈当たりの貸借対照表
(平成31年1月1日現在⼈口 5,307⼈)

19,722,052

25,423,387

負債

4,791

1,074
千円

科目

負債合計

千円

将来の負
担

現在まで
の負担

資産

千円

純資産合計

負債及び純資産合計

純資産

3,716

【固定負債】
1年を超えて返済時期が到来する負債

〈地⽅債〉
地方債のうち、翌々年度以降の償還予定額

〈退職⼿当引当⾦〉
在籍する職員が期末に自己都合で退職する

と仮定した場合の支給見込額（退職手当組合
への積立額を除く支給見込額）

【流動負債】
1年以内に返済時期が到来する負債

〈1年以内償還予定地⽅債〉
地方債のうち、翌年度の償還予定額

〈賞与引当⾦〉
翌年度の6月期末勤勉手当のうち、前年度の

勤務の対価に相当する額

【固定資産等形成分】
資産形成のために充当した資源の蓄積（固

定資産+流動資産の基金）
【余剰分（不足分】

消費可能な資源の蓄積（流動資産−基金−
負債）

マイナスの場合、将来の金銭必要額を示し
ている
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3.行政コスト計算書
（単位：千円）

金額

経常費用 4,107,799

業務費用 2,805,593

人件費 627,081

職員給与費 527,254

賞与等引当金繰入額 33,323

退職手当引当金繰入額 -

その他 66,503

物件費等 2,140,948

物件費 892,782

維持補修費 59,422

減価償却費 1,176,703

その他 12,041

その他の業務費用 37,565

支払利息 19,126

徴収不能引当金繰入額 -

その他 18,439

移転費用 1,302,206

補助金等 778,408

社会保障給付 256,465

他会計への繰出金 264,224

その他 3,108

経常収益 87,535

使用料及び手数料 33,236

その他 54,300

純経常行政コスト 4,020,263

臨時損失 31,195

災害復旧事業費 -

資産除売却損 31,195

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 0

臨時利益 128,178

資産売却益 41,240

その他 86,938

純行政コスト 3,923,281

○町⺠一⼈当たりの行政コスト計算書
(平成31年1月1日現在⼈口 5,307⼈)

千円
一⼈当た
りの行政
コスト

収支差額

739
千円

科目

780

収入費用
41

千円

【経常費⽤】
毎会計年度、経常的に発生する費用

【純経常行政コスト】
経常的に発生する費用から、経常的に

発生する収益を差し引くことで純経常

【臨時損失】
災害や固定資産の除売却等の臨時的に

【臨時利益】
固定資産の売却等の臨時的に発生する

利益

【純行政コスト】
純経常行政コストに臨時損失並びに臨

時利益を加味したもの

【経常収益】
使用料や手数料等の毎会計年度経常的

に発生する収益

【移転費⽤】
町が他者に交付する補助金等の費用
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4.純資産変動計算書

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 20,245,297 25,818,295 △5,572,998

純行政コスト（△） △3,923,281 △3,923,281

財源 3,401,701 3,401,701

税収等 2,812,172 2,812,172

国県等補助金 589,529 589,529

本年度差額 △521,580 △521,580

固定資産等の変動（内部変動） △640,889 640,889

有形固定資産等の増加 547,622 △547,622

有形固定資産等の減少 △1,180,156 1,180,156

貸付金・基金等の増加 178,503 △178,503

貸付金・基金等の減少 △186,858 186,858

資産評価差額 △1,665 △1,665

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △523,245 △642,554 119,309

本年度末純資産残高 19,722,052 25,175,741 △5,453,690

科目 合計

【本年度差額】
純行政コストと税収等及び国県等補助金との差額。プラスであれば、現世代の不負

担によって将来世代も利用可能な資産を貯蓄したことを意味する。
マイナスであれば、将来世代が利用可能な資源を現世代が消費して便宜を享受して

いることを意味する。
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5.キャッシュ・フロー計算書

金額

【業務活動収支】

業務支出 2,928,356

業務費用支出 1,626,151

人件費支出 625,061

物件費等支出 964,245

支払利息支出 19,126

その他の支出 17,719

移転費用支出 1,302,206

補助金等支出 778,408

社会保障給付支出 256,465

他会計への繰出支出 264,224

その他の支出 3,108

業務収入 3,388,184

税収等収入 2,812,420

国県等補助金収入 488,437

使用料及び手数料収入 32,342

その他の収入 54,984

臨時支出 27,742

災害復旧事業費支出 -

その他の支出 27,742

臨時収入 -

業務活動収支 432,085

【投資活動収支】

投資活動支出 693,919

公共施設等整備費支出 547,622

基金積立金支出 146,297

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 -

その他の支出 -

投資活動収入 300,016

国県等補助金収入 101,092

基金取崩収入 157,685

貸付金元金回収収入 -

資産売却収入 41,240

その他の収入 -

投資活動収支 △393,902

【財務活動収支】

財務活動支出 535,336

地方債償還支出 535,336

その他の支出 -

財務活動収入 586,502

地方債発行収入 586,502

その他の収入 -

財務活動収支 51,166

89,349

119,285

208,634

前年度末歳計外現金残高 32,348

本年度歳計外現金増減額 251

本年度末歳計外現金残高 32,598

本年度末現金預金残高 241,233

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

科目【業務活動収支】
経常的な活動に関する収支

〈業務費用支出〉
業務を行うに当たって支出した費用

〈移転費用支出〉
補助金、社会保障給付、他会計への繰

出金などに要する支出

【投資活動収支】
投資的な活動に関する収支

〈投資活動支出〉
公共施設等の整備、基金の積立て、貸

付けなどに要する支出
〈投資活動収入〉

国県等補助金、基金の取崩し、貸付金
の元金回収、資産の売却などの収入

【財務活動収支】
財務的な活動に関する収支

〈財務活動支出〉
町債の償還等に要する支出

〈財務活動収入〉
町債の発行等による収入
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6.主な指標

（1）資産の状況

①住⺠一⼈当たり資産額
住⺠一⼈当たり資産額 ＝ 資産合計÷住⺠基本台帳⼈口

＝ ÷ = 千円

②歳入額対資産比率
当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまで形成されたストッ

クとしての資産が歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを把握
することができる。

歳入額対資産比率 ＝ 資産合計÷歳入総額
＝ ÷ ＝ 年分

③有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）
有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を算出すること

により、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握するこ
とができる。

− ＋
％

（2）資産と負債の比率

①純資産比率
純資産の変動は、将来世代と過去及び現世代の間で負担の割合が変動したことを意味する。
たとえば、純資産の増加は、過去及び現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄

積したことを意味する一方、純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代が
消費して便宜を享受していると捉えることができる。

純資産比率 ＝ 純資産÷資産合計×100
＝ ÷ × ＝ ％

4,791

×

5.8

25,423,387 5,307

× 100

100

60.9

25,423,387 4,393,987

＝
21,932,150 2,108,830

30,917,107

有形固定資産
減価償却率 有形固定資産合計−⼟地等の⾮償却資産＋減価償却累計額

減価償却累計額
＝

30,917,107
＝

19,722,052 25,423,387 77.6100
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②将来世代負担比率
有形固定資産などの社会資本等について、将来の償還等が必要な負債による調達割合（公共

資産等形成充当負債の割合）を算定することにより、社会資本等形成に係る将来負担の程度を
把握することができる。

将来世代負担率 ＝ 地方債残高（特例地方債を除く）÷有形・無形固定資産合計×100
＝ ÷ ×
＝ ％

（3）負債の状況

①住⺠一⼈当たり負債額

住⺠一⼈当たり負債額 ＝ 負債合計÷住⺠基本台帳⼈口
＝ ÷ = 千円

②基礎的財政収支（プライマリーバランス）
資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支の合算額を算

出することにより、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入の
バランスを示す指標となり、当該バランスが均衡している場合には、経済成⻑率が⻑期金利を
下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能が財政運営が実現でき
ていると捉えることができる。

基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支（支払利息支出を除く。）+投資活動収支（基金積立金
支出及び基金取崩収入を除く。）

＝ ＋ ＝

（4）行政コストの状況

①住⺠一⼈当たり行政コスト
 

住⺠一⼈当たりコスト ＝ 純行政コスト÷住⺠基本台帳⼈口
＝ ÷ ＝ 千円

1,074

451,211 △405,291 45,921

5,701,335 5,307

4,074,218

千円

3,923,281 5,307 739

21,947,608 100
18.6
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（5）受益者負担の状況

①受益者負担比率
行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表す。類似団体と比較することで受益者負

担の特徴を把握することができる。

 受益者負担比率 ＝ 経常収益÷経常費用×100
＝ ÷ × ＝ ％2.11004,107,79987,535
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